
（様式１）

団体名 勝央町

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 5,063,568 4,802,108 261,460 214,745 7,915,681 396

住宅新築資金等貸付事業特別会
計 32,004 87,663 △ 55,659 △ 55,659 83,542 8,819

心身障害者自立更正施設事業特
別会計 5,073 4,910 163 163 0 3,022

勝田郡介護認定等審査会特別会
計 2,656 2,236 420 420 0 0

勝田郡精神障害者地域生活支援
事業特別会計 22,643 22,627 16 16 0 477

前年度繰上充用調整 △ 41,158 △ 41,158 0 0 0 0

普通会計 5,072,072 4,865,672 206,400 159,685 7,999,223 2,789

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （千円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金

水道事業会計 374,644 397,321 △ 22,677 - 1,088,055 1,000

宅地造成事業会計 26,516 27,159 2,678 0 47,000 26,516

下水道事業会計 1,611,182 1,654,605 98,184 65,451 7,972,557 418,280

（うち公共下水道事業会計） 922,748 911,334 57,586 24,853 2,406,432 245,424

（うち特定環境保全公共下水道事
業会計） 613,195 655,981 33,279 33,279 3,499,666 126,166

（うち農業集落排水事業会計） 75,239 87,290 7,319 7,319 2,066,459 46,690

国民健康保険事業勘定特別会計 1,072,499 998,865 73,634 73,635 0 76,398

老人保健特別会計 1,630,507 1,610,618 19,889 19,890 0 119,020

介護保険特別会計 841,954 809,840 32,114 32,114 0 146,840

交通災害共済事業特別会計 7,208 2,659 4,549 4,549 0 0

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （千円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

岡山県市町村総合事務組合 16,701,675 15,849,062 852,613 852,613 0 2.0

岡山県市町村総合事務組合 1,224,881 948,505 276,376 276,376 0 -

岡山県広域水道企業団 4,178,171 4,994,546 △ 816,375 - 55,726,740 2.7

岡山県市町村税整理組合 66,643 64,100 2,543 2,543 0 1.9

岡山県消防補償等組合 1,201,476 1,191,602 9,874 9,874 0 1.4

津山広域事務組合 46,403 38,455 7,948 7,948 0 6.2

津山広域事務組合 84,455 80,192 4,263 4,263 0 -

津山圏域消防組合 2,428,482 2,393,882 34,600 34,600 2,477,074 6.6

勝英衛生施設組合 224,130 215,124 9,006 9,006 136,377 22.7

津山圏域東部衛生施設組合 276,851 210,987 65,864 65,864 604,151 35.7

勝田郡老人福祉施設組合 185,728 181,019 4,709 4,709 338,982 37.6

勝英農業共済事務組合 157,562 157,562 0 - 0 -

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （千円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

（有）アグリスポット岡山 △ 3,343 64,750 30,000 8,875 0 0

（財）金太郎スポーツ振興財団 830 79,952 45,000 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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